
Press Release

◎ ※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

25,295 人　　 【前月比 101 人　　（ 0.4% ）　　減 】
22,807 人　　 【前月比 143 人　　（ 0.6% ）　　増 】

◎

9,798 人　　 【前月比 400 人　　（ 4.3% ）　　増 】
5,367 人　　 【前月比 96 人　　（ 1.8% ）　　減 】

◎ 令和３年９月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

②　　新規求人倍率は平成25年６月から100カ月連続１倍以上。

新規求人倍率　　１．８３倍【前月比　０．１１ポイント上昇】
新規求人数
新規求職者数

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移 新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

①　　有効求人倍率は６か月連続で１倍以上。

求人・求職の状況（季節調整値）

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きがみられるものの、新型コロナウイル
ス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

（令和３年９月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 前田　成是
　　地方労働市場情報官 　　藤根　宏
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　１．１１倍【前月比　０．０１ポイント低下】
有効求人数
有効求職者数

青森労働局発表
令和３年10月28日

テレビ・インターネット 10月29日 ８時30分解禁
新聞 10月30日 朝刊解禁
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Ⅱ

対前年増減
数（人）

対前年増減
率（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

22,066 5,547 4,824 4,293 1,099 786 2,051 1,237 915 1,314

25,836 5,683 7,096 5,049 1,077 1,205 1,669 1,689 1,211 1,157

0.19 0.11 0.21 0.22 0.22 0.20 0.13 0.42 0.27 0.12

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

371

13.0 36.1

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

34.6 ▲ 13.2

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

183 232 429 ▲ 73 126

16.1 11.2

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　      新規求人数は、前年同月比13.4％（1,224人）増加の10,338人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

対前年同月比（ポイント）

有効求職者数（人）

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

　　 新規求職者数は、前年同月比0.8％（35人）減少の4,540人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は求人受理地別によるものである。
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Ⅴ

　

年月
求人倍
率

令和３年４月 1.01

令和３年５月 1.01

令和３年６月 1.06

令和３年７月 1.09

令和３年８月 1.12

令和３年９月 1.11

　同上
　有効求人倍率が４か月連続で、1倍
以上。

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きがみられるものの、新型コ
ロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要があ
る。

　有効求人倍率が3か月連続で、1倍
以上。
　新規求人倍率は、統計開始以来の
最高値。

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴雇用情勢判断

　同上
　有効求人倍率が６か月連続で、1倍
以上。

　新型コロナウイルス感染症の雇用への影響に対応するため、事業主に対しては、労働者の雇用の維持を図るため、引
き続き雇用調整助成金などの活用を促すなど、雇用維持に向けた取り組みを行います。
　離職者に対しては、セミナー、求人事業所説明会等について参加者の人数制限、消毒液の設置、参加者に対するマ
スク着用励行をお願いするなど新型コロナウイルス感染症予防に万全を期したうえで開催し、求人と求職のマッチング機
会の確保を図り、あわせて職業訓練の受講あっせんの強化などによる再就職支援を積極的に実施します。

【県内ハローワークにおける取組】
ハローワーク青森： 11/15 １day就勝クラブ、11/15 福祉のお仕事ガイド入門セミナー、11/16 求人事業所説明会、
　　　　　　　　　　　　11/25 シニア就職面接会、11/1・11/5・11/12 介護・医療・福祉就職デイ
ハローワーク弘前： 11/4、11/25 求人説明会・ミニ面接会、11/8 福祉の仕事相談フェア、
　　　　　　　　　　　　11/12 ひろさき就職説明会・面接会、11/17 ハロートレーニング体験会
ハローワーク黒石： 11/17 会社説明会・ミニ面接会

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。

青森労働局の取組

参考　１　雇用失業情勢判断の推移

　同上
　有効求人倍率が５か月連続で、1倍
以上。

　同上
　有効求人倍率が2か月連続で、1倍
以上。

　求人数が求職者数を上回ったものの、求職者数が引き続き高い水準
にあり、厳しさが見られる。
  新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する
必要がある。

　有効求人倍率が令和２年４月以来
の１倍以上。

〇 本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状況が続いているものの、持ち直しの動きがみられる。

【青森県：青森県経済統計報告（令和３年７月・８月の経済指標を中心として）】

○ 県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響からサービス消費を中心に厳しい状態にあり、持ち直しの動きも一服している。この間、企業

の業況感は、非製造業の悪化が続いたほか、これまで改善が続いてきた製造業も悪化に転じたことから、全産業でも悪化した。

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、増加している。個人消費は、弱含んでいる。住宅投資は、

弱めの動きとなっている。

生産は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、全体としては弱めの動きとなっ

ている。

【日本銀行青森支店：県内金融経済概況10月公表分】

〇 2021（令和３）年９月度の青森県企業倒産は１件（前年同月比0.00％）、負債総額は2500万円（同56.25％増）となった。倒産件数は前年同月

比で同件数、前月比で２件の減少となったが、2021年に入ってからは一桁台での推移が続いており、低水準の状態にある。負債総額は、小

口の倒産が１件のみとなり、同様の状況であった前年同月からは金銭的には僅かな増加に留まり、大型倒産（負債総額10億円以上）の発生

はなかった。尚、当月では１件の新型コロナウイルス関連倒産が発生した。

全国27都道府県に緊急事態宣言、まん延防止等重点措置が適用された状態の中で、青森県でも９月より新型コロナウイルス感染症緊急

対策パッケージが実施されるなど、感染拡大防止に一層厳しい対応が取られてきた。

経済活動も抑制された状態を強いられているものの、当月の倒産状況としては、食堂経営のサービス業で１件の発生と引き続き増加の兆

候は表れていない。2021年３月で民間金融機関での無担保・無利子融資は終了したが、多くの企業がこの融資制度を利用したことが倒産抑

制の一因となった。また、返済条件の緩和も柔軟に対応がなされており、コロナ禍で厳しい状況に置かれている企業に対し、あらゆる支援が

行われている。

この結果、コロナ禍以前よりも景況が悪化した状態にある中でも、倒産件数は記録的な低水準の状況が続いている。しかし、企業業績を見

ると多くの企業が減収推移となっており、企業体力は低下傾向が続いている。コロナ禍終息まで耐え忍ぶため懸命の努力を行っているのが

実情であるが、企業体力に乏しい企業は抵抗力が十分と言えないだけに、先行きの倒産増加が懸念される状況にある。

【東京商工リサーチ青森支店：10月４日発表 令和３年９月度青森県企業倒産状況】
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第１表　一般職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

令和３年９月

対前年同月

３ 年 ３ 年 ２ 年 増減率、差

９月 ８ 月 ９月

(%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 22,066 22,417 23,641 ▲ 6.7

 2　新規求職申込件数　（件） 4,540 4,604 4,575 ▲ 0.8

 3　月間有効求人数　　（人） 25,836 24,736 23,280 11.0

全  4　新規求人数　　　　（人） 10,338 8,933 9,114 13.4

 5　就職件数　　　　　（件） 1,969 1,541 1,908 3.2

 6　充足件数　　　　　（件） 1,864 1,471 1,797 3.7

 7　有効求人倍率(3/1) （倍） 1.17 1.10 0.98 0.19

  
　　　季節調整値 1.11 1.12 0.92

数  8　新規求人倍率(4/2) （倍） 2.28 1.94 1.99 0.29

　　　季節調整値 1.83 1.72 1.60

 9　就職率(5/2×100)  （％） 43.4 33.5 41.7 1.7

10　充足率(6/4×100)  （％） 18.0 16.5 19.7 ▲ 1.7

11　月間有効求職者数　（人） 20,904 20,891 22,694 ▲ 7.9

12　新規求職申込件数　（件） 4,460 4,270 4,500 ▲ 0.9

常 13　月間有効求人数　　（人） 22,823 22,096 20,543 11.1

14　新規求人数　　　　（人） 8,955 7,733 7,800 14.8

15　就職件数　　　　　（件） 1,742 1,364 1,697 2.7

16　充足件数　　　　　（件） 1,656 1,324 1,620 2.2

17　有効求人倍率(13/11)(倍) 1.09 1.06 0.91 0.18

用 18　新規求人倍率(14/12)(倍) 2.01 1.81 1.73 0.28

19　就職率(15/12×100)（％） 39.1 31.9 37.7 1.4

20　充足率 (16/14×100)（％） 18.5 17.1 20.8 ▲ 2.3

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により

　　 改訂されている。

       2. ▲は減少である。

年　月　

　項　目

- 1 -



第２表　雇用形態別常用職業紹介状況（新規学卒者を除く）

令和３年９月

対前年同月

３ 年 ３ 年 ２ 年 増減率、差

９月 ８ 月 ９月

(%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 13,373 13,257 14,750 ▲ 9.3

 2　新規求職申込件数　（件） 3,104 2,929 3,102 0.1

 3　月間有効求人数　　（人） 15,835 15,436 14,055 12.7

 4　新規求人数　　　　（人） 6,138 5,236 5,285 16.1

 5　就職件数　　　　　（件） 1,086 910 1,087 ▲ 0.1

 6　充足件数　　　　　（件） 1,034 880 1,035 ▲ 0.1

 7　有効求人倍率(3/1) （倍） 1.18 1.16 0.95 0.23

 8　新規求人倍率(4/2) （倍） 1.98 1.79 1.70 0.28

 9　就職率(5/2×100)  （％） 35.0 31.1 35.0 0.0

 10　充足率(6/4×100)  （％） 16.8 16.8 19.6 ▲ 2.8

11　月間有効求人数　　（人） 12,648 12,266 11,112 13.8

正 12　新規求人数　　　　（人） 5,035 4,044 4,126 22.0

社 13　就職件数　　　　　（件） 819 713 813 0.7

員 14　有効求人倍率(11/1) (倍) 0.95 0.93 0.75 0.20

15　充足率            （％） 15.7 16.9 18.8 ▲ 3.1

16　月間有効求職者数　（人） 7,531 7,634 7,944 ▲ 5.2

17　新規求職申込件数　（件） 1,356 1,341 1,398 ▲ 3.0

18　月間有効求人数　　（人） 6,988 6,660 6,488 7.7

19　新規求人数　　　　（人） 2,817 2,497 2,515 12.0

20　就職件数　　　　　（件） 656 454 610 7.5

21　充足件数　　　　　（件） 622 444 585 6.3

22　有効求人倍率(18/16)(倍) 0.93 0.87 0.82 0.11

23　新規求人倍率(19/17)(倍) 2.08 1.86 1.80 0.28

24　就職率(20/17×100)（％） 48.4 33.9 43.6 4.8

25　充足率 (21/19×100)（％） 22.1 17.8 23.3 ▲ 1.2

（注） 1.　▲は減少である。

       2.　正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出して

         いるが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密

         な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

【原数値】

年　月　

　項　目

パ
ー

ト
タ
イ
ム
を
除
く
常
用

常
用
的
パ
ー

ト
タ
イ
ム

- 2 -



（人） （人） （％）

パート除く パートタイム パート除く パートタイム パート除く パートタイム

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 219 180 39 -24 -14 -10 -9.9 -7.2 -20.4

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 7 7 0 6 6 0 600.0 600.0 -

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 1,590 1,575 15 183 213 -30 13.0 15.6 -66.7

　　06　総合工事業　　 880 875 5 99 121 -22 12.7 16.0 -81.5

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 903 642 261 232 116 116 34.6 22.1 80.0

　　09　食料品製造業　　　　 413 239 174 44 -21 65 11.9 -8.1 59.6

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 15 9 6 -1 -7 6 -6.3 -43.8 -

　　11　繊維工業　　　　　 54 43 11 15 20 -5 38.5 87.0 -31.3

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 33 32 1 29 28 1 725.0 700.0 -

　　13　家具・装備品製造業　　 14 14 0 8 9 -1 133.3 180.0 -100.0

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 7 7 0 1 1 0 16.7 16.7 -

　　15　印刷・同関連業　 37 26 11 22 15 7 146.7 136.4 175.0

　　16　化学工業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　17　石油製品・石炭製品製造業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 6 3 3 3 0 3 100.0 0.0 -

　　19　ゴム製品製造業 3 2 1 3 2 1 - - -

　　21　窯業・土石製品製造業 29 25 4 12 10 2 70.6 66.7 100.0

　　22　鉄鋼業 13 13 0 10 10 0 333.3 333.3 -

　　23　非鉄金属製造業 47 46 1 27 26 1 135.0 130.0 -

　　24　金属製品製造業 52 50 2 4 2 2 8.3 4.2 -

　　25　はん用機械器具製造業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　26　生産用機械器具製造業　 19 19 0 13 13 0 216.7 216.7 -

　　27　業務用機械器具製造業　　 16 11 5 13 9 4 433.3 450.0 400.0

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 83 55 28 12 -11 23 16.9 -16.7 460.0

　　29　電気機械器具製造業 38 26 12 20 13 7 111.1 100.0 140.0

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 3 3 0 -1 1 -2 -25.0 50.0 -100.0

　　31　輸送用機械器具製造業 14 14 0 -3 -3 0 -17.6 -17.6 -

　　20,32 その他の製造業 4 2 2 4 2 2 - - -

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 17 10 7 9 8 1 112.5 400.0 16.7

Ｇ　情報通信業（37～41） 60 37 23 -23 -27 4 -27.7 -42.2 21.1

　　39　情報サービス業 55 34 21 -4 -11 7 -6.8 -24.4 50.0

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 492 372 120 104 53 51 26.8 16.6 73.9

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 1,619 841 778 429 182 247 36.1 27.6 46.5

　　50～55　卸売業 474 366 108 102 91 11 27.4 33.1 11.3

　　56～61　小売業 1,145 475 670 327 91 236 40.0 23.7 54.4

　　56　各種商品小売業　　　 40 2 38 0 -2 2 0.0 -50.0 5.6

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 49 30 19 -20 -20 0 -29.0 -40.0 0.0

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 61 40 21 -19 -5 -14 -23.8 -11.1 -40.0

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 177 152 25 0 31 -31 0.0 25.6 -55.4

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 482 176 306 -73 4 -77 -13.2 2.3 -20.1

　　76　飲食店　　　 281 91 190 -51 25 -76 -15.4 37.9 -28.6

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 235 121 114 40 19 21 20.5 18.6 22.6

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 132 52 80 -48 -16 -32 -26.7 -23.5 -28.6

Ｐ　医療,福祉（83～85） 2,678 1,723 955 371 248 123 16.1 16.8 14.8

　　83　医療業 729 496 233 33 35 -2 4.7 7.6 -0.9

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 1,943 1,222 721 335 210 125 20.8 20.8 21.0

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 160 54 106 -73 -59 -14 -31.3 -52.2 -11.7

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 1,249 804 445 126 82 44 11.2 11.4 11.0

　　91　職業紹介・労働者派遣業 487 391 96 36 36 0 8.0 10.1 0.0

　　92　その他の事業サービス業 531 226 305 44 2 42 9.0 0.9 16.0

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 208 110 98 4 25 -21 2.0 29.4 -17.6

10,338 6,926 3,412 1,224 846 378 13.4 13.9 12.5

規 ２９人以下 6,493 4,333 2,160 5,005 3,409 1,596 336.4 368.9 283.0

模 ３０～９９人 2,476 1,708 768 -1,909 -1,303 -606 -43.5 -43.3 -44.1

別 １００～２９９人 988 649 339 -1,004 -705 -299 -50.4 -52.1 -46.9

３００～４９９人 191 93 98 -693 -496 -197 -78.4 -84.2 -66.8

５００～９９９人 73 46 27 -74 -1 -73 -50.3 -2.1 -73.0

１，０００人以上 117 97 20 -4 13 -17 -3.3 15.5 -45.9

（注）　平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

第３表－１　 産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者を除く）
令和３年９月

新規求人数 対前年増減数 対前年同月比

全　数 全　数 全　数

合　　　　　　　　計
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（人） （人） （％）

常　用 臨時・季節 常　用 臨時・季節 常　用 臨時・季節

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 180 76 104 -14 23 -37 -7.2 43.4 -26.2

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 7 7 0 6 6 0 600.0 600.0 -

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 1,575 1,540 35 213 219 -6 15.6 16.6 -14.6

　　06　総合工事業　　 875 853 22 121 121 0 16.0 16.5 0.0

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 642 579 63 116 118 -2 22.1 25.6 -3.1

　　09　食料品製造業　　　　 239 207 32 -21 -6 -15 -8.1 -2.8 -31.9

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 9 6 3 -7 -9 2 -43.8 -60.0 200.0

 　　11　繊維工業　　　　　 43 43 0 20 20 0 87.0 87.0 -

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 32 32 0 28 28 0 700.0 700.0 -

　　13　家具・装備品製造業　　 14 14 0 9 9 0 180.0 180.0 -

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 7 7 0 1 1 0 16.7 16.7 -

　　15　印刷・同関連業　 26 16 10 15 5 10 136.4 45.5 -

　　16　化学工業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　17　石油製品・石炭製品製造業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 3 3 0 0 0 0 0.0 0.0 -

　　19　ゴム製品製造業 2 2 0 2 2 0 - - -

　　21　窯業・土石製品製造業 25 25 0 10 10 0 66.7 66.7 -

　　22　鉄鋼業 13 13 0 10 10 0 333.3 333.3 -

　　23　非鉄金属製造業 46 37 9 26 17 9 130.0 85.0 -

　　24　金属製品製造業 50 50 0 2 2 0 4.2 4.2 -

　　25　はん用機械器具製造業 1 1 0 -1 -1 0 -50.0 -50.0 -

　　26　生産用機械器具製造業　 19 19 0 13 13 0 216.7 216.7 -

　　27　業務用機械器具製造業　　 11 11 0 9 9 0 450.0 450.0 -

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 55 55 0 -11 4 -15 -16.7 7.8 -100.0

　　29　電気機械器具製造業 26 19 7 13 8 5 100.0 72.7 250.0

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 3 1 2 1 -1 2 50.0 -50.0 -

　　31　輸送用機械器具製造業 14 14 0 -3 -3 0 -17.6 -17.6 -

　　20,32 その他の製造業 2 2 0 2 2 0 - - -

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 10 8 2 8 7 1 400.0 700.0 100.0

Ｇ　情報通信業（37～41） 37 35 2 -27 -17 -10 -42.2 -32.7 -83.3

　　39　情報サービス業 34 34 0 -11 -7 -4 -24.4 -17.1 -100.0

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 372 334 38 53 38 15 16.6 12.8 65.2

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 841 749 92 182 178 4 27.6 31.2 4.5

　　50～55　卸売業 366 297 69 91 91 0 33.1 44.2 0.0

　　56～61　小売業 475 452 23 91 87 4 23.7 23.8 21.1

　　56　各種商品小売業　　　 2 2 0 -2 -2 0 -50.0 -50.0 -

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 30 30 0 -20 -20 0 -40.0 -40.0 -

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 40 38 2 -5 -6 1 -11.1 -13.6 100.0

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 152 131 21 31 23 8 25.6 21.3 61.5

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 176 167 9 4 8 -4 2.3 5.0 -30.8

　　76　飲食店　　　 91 91 0 25 25 0 37.9 37.9 -

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 121 116 5 19 15 4 18.6 14.9 400.0

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 52 51 1 -16 -16 0 -23.5 -23.9 0.0

Ｐ　医療,福祉（83～85） 1,723 1,719 4 248 254 -6 16.8 17.3 -60.0

　　83　医療業 496 492 4 35 39 -4 7.6 8.6 -50.0

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 1,222 1,222 0 210 212 -2 20.8 21.0 -100.0

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 54 19 35 -59 -17 -42 -52.2 -47.2 -54.5

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 804 515 289 82 60 22 11.4 13.2 8.2

　　91　職業紹介・労働者派遣業 391 123 268 36 13 23 10.1 11.8 9.4

　　92　その他の事業サービス業 226 208 18 2 5 -3 0.9 2.5 -14.3

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 110 24 86 25 -20 45 29.4 -45.5 109.8

6,926 6,138 788 846 853 -7 13.9 16.1 -0.9

規 ２９人以下 4,333 3,825 508 3,409 3,206 203 368.9 517.9 66.6

模 ３０～９９人 1,708 1,576 132 -1,303 -1,134 -169 -43.3 -41.8 -56.1

別 １００～２９９人 649 587 62 -705 -695 -10 -52.1 -54.2 -13.9

３００～４９９人 93 79 14 -496 -466 -30 -84.2 -85.5 -68.2

５００～９９９人 46 46 0 -1 11 -12 -2.1 31.4 -100.0

１，０００人以上 97 25 72 13 -38 51 15.5 -60.3 242.9

（注）　平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

第３表－２　 産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者及びパートタイムを除く）
令和３年９月

新規求人数 対前年増減数 対前年同月比

全　数 全　数 全　数

合　　　　　　　　計
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第４表　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

項目 月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 就職件数

季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 原数値

対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前年

増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 同　月

年月 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％

平成28年 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.08 ― ▲ 10.2 ― 5.9 ― 1.51 ▲ 7.0

平成29年 ― ▲ 5.5 ― 7.9 ― 1.24 ― ▲ 6.2 ― 6.4 ― 1.71 ▲ 4.2

平成30年 ― ▲ 3.6 ― 1.2 ― 1.30 ― ▲ 6.0 ― ▲ 1.2 ― 1.80 ▲ 7.3
平成31年・
令和元年 ― ▲ 2.3 ― ▲ 6.5 ― 1.24 ― ▲ 5.5 ― ▲ 7.7 ― 1.75 ▲ 5.1

令和２年 ― 3.1 ― ▲ 18.4 ― 0.99 ― ▲ 5.8 ― ▲ 17.8 ― 1.53 ▲ 15.4

平成27年度 ― ▲ 7.5 ― 8.4 ― 0.95 ― ▲ 7.9 ― 6.7 ― 1.34 ▲ 6.7

平成28年度 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.13 ― ▲ 9.2 ― 6.1 ― 1.57 ▲ 7.4

平成29年度 ― ▲ 5.0 ― 6.5 ― 1.27 ― ▲ 6.7 ― 4.3 ― 1.75 ▲ 5.2

平成30年度 ― ▲ 2.8 ― ▲ 0.3 ― 1.30 ― ▲ 5.7 ― ▲ 2.3 ― 1.82 ▲ 6.3

平成31年度 ― ▲ 1.6 ― ▲ 9.1 ― 1.20 ― ▲ 4.4 ― ▲ 10.2 ― 1.71 ▲ 5.4

２年 1月 0.4 0.7 ▲ 7.1 ▲ 13.3 1.12 1.02 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 17.6 ▲ 21.4 1.43 1.25 ▲ 9.8

2月 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 12.3 1.10 1.12 ▲ 3.2 ▲ 12.4 15.7 ▲ 9.4 1.71 1.86 ▲ 10.5

3月 ▲ 0.4 0.1 ▲ 1.3 ▲ 13.8 1.09 1.12 0.7 ▲ 0.3 ▲ 4.5 ▲ 13.2 1.63 1.56 ▲ 3.9

4月 0.9 1.6 ▲ 8.0 ▲ 19.9 1.00 0.96 ▲ 0.9 ▲ 3.4 ▲ 17.4 ▲ 26.9 1.35 1.09 ▲ 13.0

　　 5月 0.1 ▲ 0.6 ▲ 9.0 ▲ 26.0 0.91 0.88 ▲ 1.1 ▲ 14.4 2.8 ▲ 26.3 1.41 1.40 ▲ 29.4

6月 0.9 2.3 1.8 ▲ 25.2 0.91 0.87 6.9 6.9 7.5 ▲ 16.5 1.41 1.42 ▲ 14.6

7月 1.1 2.4 2.5 ▲ 23.4 0.93 0.90 ▲ 5.7 ▲ 8.2 ▲ 1.5 ▲ 21.9 1.48 1.54 ▲ 21.3

8月 1.9 6.8 2.2 ▲ 20.5 0.93 0.93 ▲ 0.9 ▲ 6.1 0.7 ▲ 21.1 1.50 1.75 ▲ 18.1

9月 1.5 9.7 0.6 ▲ 19.7 0.92 0.98 ▲ 3.7 ▲ 7.9 2.5 ▲ 14.0 1.60 1.99 ▲ 15.9

10月 ▲ 2.2 7.0 1.1 ▲ 17.4 0.95 1.04 ▲ 0.4 ▲ 7.1 ▲ 0.4 ▲ 15.3 1.60 1.94 ▲ 17.0

11月 0.0 6.1 1.7 ▲ 15.3 0.97 1.06 1.7 ▲ 6.9 1.1 ▲ 14.7 1.59 1.83 ▲ 19.0

12月 ▲ 1.0 3.4 1.5 ▲ 14.1 0.99 0.96 ▲ 3.8 ▲ 9.8 0.7 ▲ 13.0 1.66 1.22 ▲ 13.0

３年 1月 ▲ 0.8 1.8 ▲ 3.9 ▲ 11.0 0.96 0.89 ▲ 4.0 ▲ 16.2 ▲ 9.6 ▲ 6.3 1.57 1.40 ▲ 14.0

2月 9.7 11.9 1.9 ▲ 8.2 0.89 0.92 7.3 ▲ 1.8 11.2 ▲ 7.9 1.62 1.74 ▲ 3.0

3月 ▲ 3.4 8.4 5.3 ▲ 2.4 0.97 1.01 8.1 6.5 10.2 7.8 1.65 1.57 ▲ 5.3

4月 ▲ 1.7 5.0 2.4 7.7 1.01 0.98 1.9 5.4 ▲ 7.0 17.7 1.51 1.22 3.0

　　 5月 ▲ 2.3 3.2 ▲ 2.6 15.6 1.01 0.98 ▲ 13.6 ▲ 6.8 ▲ 0.7 12.8 1.73 1.70 11.2

6月 ▲ 2.3 ▲ 0.5 2.4 14.9 1.06 1.00 ▲ 1.0 ▲ 15.7 7.7 13.5 1.89 1.91 2.8

7月 ▲ 3.8 ▲ 5.1 ▲ 1.3 10.8 1.09 1.05 2.2 ▲ 9.4 ▲ 8.0 4.1 1.70 1.77 ▲ 9.2

8月 0.0 ▲ 5.6 3.0 11.7 1.12 1.10 4.5 0.5 5.8 11.5 1.72 1.94 ▲ 9.6

9月 0.6 ▲ 6.7 ▲ 0.4 11.0 1.11 1.17 ▲ 1.8 ▲ 0.8 4.3 13.4 1.83 2.28 3.2

10月

11月

12月

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により

改訂されている。

    　   2.  ▲は減少である。

令和３年９月
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　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

有効求人倍率 新規求人倍率

季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値 季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値

２　年 　１月 25,804 ▲ 7.1 23,125 0.4 1.12 8,424 ▲ 17.6 5,874 ▲ 0.7 1.43

　２月 25,645 ▲ 0.6 23,247 0.5 1.10 9,747 15.7 5,686 ▲ 3.2 1.71

　３月 25,309 ▲ 1.3 23,155 ▲ 0.4 1.09 9,309 ▲ 4.5 5,728 0.7 1.63

　４月 23,296 ▲ 8.0 23,360 0.9 1.00 7,691 ▲ 17.4 5,679 ▲ 0.9 1.35

　５月 21,192 ▲ 9.0 23,377 0.1 0.91 7,904 2.8 5,619 ▲ 1.1 1.41

　６月 21,565 1.8 23,590 0.9 0.91 8,498 7.5 6,009 6.9 1.41

　７月 22,101 2.5 23,859 1.1 0.93 8,367 ▲ 1.5 5,667 ▲ 5.7 1.48

　８月 22,579 2.2 24,320 1.9 0.93 8,424 0.7 5,614 ▲ 0.9 1.50

　９月 22,721 0.6 24,679 1.5 0.92 8,634 2.5 5,407 ▲ 3.7 1.60

１０月 22,975 1.1 24,134 ▲ 2.2 0.95 8,600 ▲ 0.4 5,384 ▲ 0.4 1.60

１１月 23,369 1.7 24,127 0.0 0.97 8,694 1.1 5,477 1.7 1.59

１２月 23,720 1.5 23,892 ▲ 1.0 0.99 8,756 0.7 5,267 ▲ 3.8 1.66

３　年 　１月 22,803 ▲ 3.9 23,698 ▲ 0.8 0.96 7,914 ▲ 9.6 5,055 ▲ 4.0 1.57

　２月 23,241 1.9 26,002 9.7 0.89 8,797 11.2 5,424 7.3 1.62

　３月 24,466 5.3 25,121 ▲ 3.4 0.97 9,691 10.2 5,866 8.1 1.65

　４月 25,059 2.4 24,703 ▲ 1.7 1.01 9,015 ▲ 7.0 5,978 1.9 1.51

　５月 24,406 ▲ 2.6 24,132 ▲ 2.3 1.01 8,954 ▲ 0.7 5,166 ▲ 13.6 1.73

　６月 24,994 2.4 23,580 ▲ 2.3 1.06 9,646 7.7 5,115 ▲ 1.0 1.89

　７月 24,663 ▲ 1.3 22,674 ▲ 3.8 1.09 8,879 ▲ 8.0 5,229 2.2 1.70

　８月 25,396 3.0 22,664 0.0 1.12 9,398 5.8 5,463 4.5 1.72

　９月 25,295 ▲ 0.4 22,807 0.6 1.11 9,798 4.3 5,367 ▲ 1.8 1.83

１０月

１１月

１２月

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に

    新季節指数により改訂されている。

令和３年９月

月間有効求人数 月間有効求職者数 新規求人数 新規求職申込件数
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